（消費税廃止各界連）2025年4月宣伝スポット（参考例）

◇コロナ禍から続く物価高の下、アメリカ・トランプ大統領の横暴な関税措置に、衝撃が走っています。
◇2024年度の企業倒産は、1万144件と11年ぶりに1万件を超え、その８割が従業員５人未満の中小業者です。大手調査会社は「円安による物価高や、人件費高騰に加え、コロナ禍で社会保険料や税金の納付を猶予していた特例措置が終わったことが負担となり、破産する事例も急増した」と分析しました。

◇インボイス登録後、初めて消費税１年分の納税を迫られた今年の確定申告では「こんなに高いのか」と驚きの声が上がりました。取引排除を恐れ、やむを得ずインボイスに登録した免税業者は赤字でも納税を迫られます。生活費に食い込む消費税の逆進性の被害が深刻です。
◇そこに「トランプ関税」です。「親会社から発注の打ち切りや単価の切り下げを求められるのでは？」「製品や部品の輸出ができなくなりそう」と、不安が広がっています。ただでさえ固い財布のひもがギュッと締まって、コロナ禍以降、戻って来ないお客さんが、いっそう遠のくという、本当に切実な状況です。
◇こうした時に、国民の暮らしと雇用、地域経済、中小企業・中小業者の営業を、総力で守ることこそ政治の役割です。毅然とトランプ関税の撤回を求めるのはもちろんのこと、今から万全の対策・支援策を打ち出すことが欠かせません。
◇大企業は、従業員賃金や国内取引、設備投資を切り捨てバブル期を超える利益を上げる一方、収益は内部留保や、株主配当などに向けられ、私たち中小業者にも、労働者の皆さんにも、恩恵はありません。このゆがみが、国内消費を弱め、日本経済を停滞させている最大の原因です。
◇大企業の内部留保は過去最高の550兆円に上ります。アベノミクスが始まる前、１万円を割っていた日経平均株価は、今３万円を超える水準です。非正規雇用や不安定就労の広がり、地域経済と中小企業・中小業者の停滞を見れば、大企業・富裕層の一人勝ちは明らかです。

◇大企業・富裕層に応分の負担を求めて、すべての国民に恩恵が及ぶ、消費税の減税を行うべきです。おコメの異常な値上がりで、「子どもにお代わりを我慢させている」という声も聞かれます。
◇消費税はこうした国民や、赤字の中小業者にも、容赦なく負担を負わせる一方、膨大な輸出還付金で多くの輸出大企業は導入以来、36年間、税務署に１円も納めず、還付を受け続けています。23年度にトヨタ自動車に振り込まれた消費税還付金は6千億円を超えています。消費税は逆進的で日本経済を足元から弱める税金です。一刻も早く、消費税を減税し廃止すべきです。

◇希望は国民の世論と運動です。いま国会では、与野党を超える議員から、消費税減税を求める声が上がり、マスコミも連日、それを報道する情勢となっています。私たち民商・全商連も取り組む「消費税減税・インボイス廃止を求める統一署名」も、紹介議員が6会派の55人に広がっています。インボイス問題検討超党派議員連盟も100人を超えて、参加議員が広がっています。自民党が過半数を占める埼玉県議会で、インボイス廃止意見書が採択され、地方政治にも変化が波及し始めています。

◇これらの政治変化は、自民党、公明党を過半数割れさせた総選挙での国民の審判が、世論を無視して数で押し切る国会運営をできないところへ、与党を追い込んだ結果です。世論の力を確信に、皆さん「消費税下げろ」の声を署名にお寄せください。ありがとうございました。
